
地域主権推進部会における議論 

 

１ （仮称）自治基本法 

  地方税財政制度の自由化、道府県と指定都市の役割分担などを

含め、地方自治の基本的な事項について検討を進める。 

 

２ 出先機関の権限移譲 

  出先機関の権限移譲について、知事会との連携を深める。 

 

３ 指定都市選出国会議員の議員連盟 

  指定都市選出国会議員の議員連盟の結成を働きかけ、指定都市

の主張を実現させる。 

 

その他 

・「一括交付金の意見」については、原案どおりとする。ただし、「一

括交付金」の名称については意見あり。 

・減税について、指定都市市長会として意見をまとめるべきと提案

あり。 

・首長と国会議員の兼職を認めるべきとの意見あり。 
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